





















































































































































































































































































































































































２ｍ ３ｍ ５ｍ １￣
1０
にすぎない，というべきであろう。したがって，「減給」及び「停職」の程
度の選択状況が問題となる。この問題状況は，（表２－１～３）のとおりで
ある。
①「停職」は365種類あるが，実際に使用されている「停職期間」は，１３
種類に過ぎない。いうまでもなく，懲戒事由の態様・事情によるものである
から，法の予定する程度と径庭があるとしても，そのことをもって云々すべ
きではない。しかし，165の懲戒事由該当行為が僅か13種類（12.6％）の程
度をもって処理されていることは，果たして，公正原則，比例・相当原則に
適合しているか，という疑問が生じる。
減給 率(月）
１
２
３
４
５
６
８
1０
1２
（３０日
数）
1／５
1／1０
1／100
2／100
3／100
5／100
合計
1／1０
1／５
1／1０
1／1０
1／1０
1／1０
1／1０
1／1０
1／1０
1／1０
６(種数）
数(構成比％）
４（1.7）
8９（38.0）
３（1.3）
５（2.1）
１（0.4）
２（0.8）
104（100.0）
1０（4.3）
１（0.4）
5１（21.8）
1５（6.4）
７（3.0）
2７（11.5）
２（0.8）
８（3.4）
８（3.4）
１）（0.4）
234（1 0.0）
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このような事実は，「減給」の場合に特に著しい。前にも述べられたよう
に，その程度は無限といってよいが，「期間率」は10種類（10/１２８６％)，
｢減額率」は，６種類に過ぎないし，最高率である１／５（２／10）は，234の
うち僅かに５（0.21％）にすぎず最低の１／100は３であり，そのうち最多は
１／10で全体で218（93.2％）に及んでいるが，その理由は明らかではない。
２懲戒処分決定の原則及び基準
（１）懲戒処分決定原則
１）これまでに述べられたような懲戒処分の種類・程度は，懲戒権者
[｢任命権者」が「懲戒権者」となる。国公法84条１項。また「人事院」も独
（10）
自の懲戒権を有する。同条２項］の裁量によって行われる。
２）懲戒処分を行うについては，「平等取扱の原則」（国公法27条）及び
●●●●●
｢公正の原則」（国公法74条）並びに「比例原H1｣」の適用があることは，当然
の事理である。また「特別権力関係」が，懲戒関係規定により，その限りに
（11）
おいて修正されていることも忘れてはならない。
３）①「懲戒権者の裁量の基準」（以下「裁量基準」という）としては，
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
結局は「当該行為が公務秩序に及ぼす悪影響・破壊の程度に厳密に比例す
る」ことを属することは多言を要しない。例えていえば，河川の堤防が増水
等によって決壊した災害についての「災害復旧の限度」は「原型復旧主義」
が原則である。懲戒による公務秩序の維持は，「当該職員の非違行為(こよっ
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
て破壊・損傷された公務秩序を原型に復旧して公務秩序を維持する作用」と
考える。これを超えてもまた，これに及ばなくても適正ではないのである。
しかも，上の基準は，社会経済状況の変化によって変動するものであること
を忘れてはならないであろう。その適例の一つが「マイ・カーによる事故に
（12）
ついて基準の変更」であろう。また，近時の「大蔵汚職」についても，在来
とは異なって「収賄・供応関係」に対する懲戒処分の種類・程度の選択裁量
に際しての基準の変更（より厳しい社会的非難性に比例する基準への変更）
（13）
ｶﾇ必要となる。
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●●●●●●●●●●●●●●。・・
②裁量基準のいま一つは「実際に行われていると考えられる方法」である。
右の方法は，「縦基準線」と「水平基準線」との「交点」において一応の
基準を決定するという手法である。
懲戒権者は「懲戒処分書」及び「処分説明書（処分の事由を記載した説明
書)」を処分対象職員に交付する義務を負っている（国公法89条１項)。「処
分説明書」の写一通は，人事院に提出しなければならない（人規１２－０．７
条）ので，これを通覧した限りでは，各懲戒権者は，一応は，右の基準に準
拠しているように考えられる。
ａ「縦基準線」
この用語が適当か否かについては，なお検討を要するが，仮に採用してお
く。この基準は，当該懲戒権者の所属する省庁のこれまでの歴代の懲戒権者
が行なってきた懲戒処分の過去を検証して，舅同様の懲戒事由該当行為に対
していかなる処分が選択されてきているかを時系列的に確認して基準とする
原則である。どのような行為について如何なる懲戒処分がなされてきたかの
先例を辿って参考としようとするものである。その基礎資料としては過去の
｢処分説明書」が用いられる。たとえば，○回，○円（物品の収受．供応等
は金銭に換算する）を収賄した行為の処分と比較して，今次対象行為の回数
・金額等を比較考量して，一応の種類・程度の目安を得る作業である。この
（14）
作業の態様には多様なものがありうるｶｺﾞ，いずれの考え方を採用するかは，
すぐれて懲戒権者の裁量的選択によることとなる。一応の目安を得た場合に
●●●●●●●●●●●●●●
は，更に，前に述べられた「社会的非難‘性の変動による修正」が必要である。
ｂ「水字基準線」
「縦基準線」によって一応の基準（目標）を把握した後に，処分の時点にお
ける社会的非難性をも考慮に入れたうえで，他の懲戒権者等が同様な事案に
ついて，どのような種類・程度の処分を選択しているかを参考にする場合で
●●●●●●●●●●●●●
ある。その作業は，主として「社会的非難Ｉ性」に着目するもの，ということ
（15）
ｶｺﾞできる。併せて公正を期する趣旨もありうる。
ｃ右の「縦基準」及び「水字基準」の手法を採用することによって，前
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者において，その省庁の過去の処分例から対象懲戒事由該当行為にほぼ相当
する懲戒事由該当行為について如何なる種類・程度の処分が選択されたｶﾕの
目安を了解した上で，原則として次に水字基準の検証に入るものであるが，
実際上は「平等取扱原則」を貫徹すること及び他の懲戒権者がどのような基
準を採用しているか，を知ることによって，懲戒基準の社会状勢の変動に伴
う変化がどのように理解されているかを察知するための手法でもある，とい
うことができる。かくして，懲戒権者の裁量は，適法・妥当`性をよりよく確
保することが可能となる。
このように「縦基準線」と「水字基準線」の交点において一応の目安が設
定される。
③裁量基準のいま一つは，「諸般の事情による修正」である。「諸般の事
情」には，ａ）「懲戒事由該当行為の原因，性質，態様，結果等」のいわば
｢客観的事情」と，
．．．．．（16）
ｂ）「右行為の動機,行為の前後における態度,処分歴｣等の「主観的事情」
とがある。これらａ）及びｂ）の事情を十分に考慮して，処分の種類・程度
を決定する要素としなければならない。
④一つの懲戒事由該当行為については，二種の種類・程度（例えば最初
の１カ月を停職に，その後の２カ月を減検とするなどの場合）の処分を行な
うことはできない。このような処分を行なう必然性が認められないからであ
る。「一つの行為につき一つの種類・程度の処分」が原則だからであり，前
に述べられたように，懲戒事由該当行為は多様であるので，「多様（極端に
いえば，無限ということのできる）の処分の種類・程度を予定しているから
であり，その間には厳密な比例原則が適用されることを予定しているから，
（17）
二以上の種類・程度を併せ適用することは許されない。
⑤懲戒に付せられるべき事件が刑事裁判所に係属する間においても，同一
事件について人事院・人事院の承認を経て任命権者は，懲戒手法を進めるこ
とができる（国公法85条）が，その場合「起訴状」のみに依拠して，懲戒事
由該当行為とすることはできない。けだし，両者はその権原・目的を異にす
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るものだからである。右の承認を得る場合には，「公訴事実のうち懲戒処分
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
の対象とする事実および懲戒権者において当該事実を確認した具体的方法」
及び「当該職員の供述書の写又はその他懲戒処分の対象とする事実を証する
資料の添付」を要件としている。このことは，公訴事実とは別に，懲戒権者
による独自の懲戒事由該当行為の把握・確認を必要とするとの前提に立つ。
（18）
当然のことである。広義の「基準」の－と考えてよいであろう。
３懲戒処分の問題点の検討
（１）懲戒処分の種類・程度の検討
懲戒処分の種類・程度の概要については，前に詳細に検証された。そこで
問題とされた－つは，種類・程度の上限・下限の問題であった。以下におい
て検討を進めよう。
①停職の期間の上限は，「１曰以上1年以下の期間」とされているので，
最長期は「１年」である。停職の期間は，１年を限度とする期間が長期であ
ればある程「重い程度」となるのである。この場合は，期間の上限が規定さ
れているので，停職の最上限は，期間「1年」のそれであり，最下限は「１
曰」のそれであることには，問題はない。ここでは，その最上限の処分と，
｢免職」との位置（あるいは関連）関係をどのように考えるか，である。最
長期１年の停職は，懲戒事由該当行為がそれ以上の処分を必要とすると懲戒
権者が考慮した場合には，「免職」を選択することとなる。つまり，最長期
の停職ではなお不充分だと懲戒権者が考えたときには，「免職」が選択され
るという位置関係にある。この場合注意しなければならないことは，
ａ）１年の停職処分の対象となる非違行為の態様は，只一箇ではなくある
幅を（ある領域）持つものが一括される，ということであり，
ｂ）停職は，その最上限（最長期）であっても，公務員の身分を保有し，
ただ，職務執行権を停止（その職務に従事できない）されるいわゆる「矯正
懲戒」であることである。一方「免職」は「職員としての身分を剥奪する処
分」「排除懲戒」であるから，その性質は，停職とは次元を全く異にするも
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のである。したがって，非違行為を行なった職員を公務部内に依然として留
めておくことが，職務の中立性，公正性，不可買収性〆信頼性等の視点から
みて許されない程度のものであることを要するのである。たとえば，破廉恥
罪該当行為者，公務員法上の重大な義務違反者などであろう。
換言すれば，当該職員を排除しなければ，公務秩序の破壊が依然として残
存する場合といってもよい。このような条件を充足する場合は「免職」であ
り，それに及ばないときは，「停職１年」の対象となるものである。また，
免職の上限については無限であるといってよい。したがって免職処分の対象
行為は，無数にあることともなる。
以上のような意味で免職の最下限と停職の最上限との位置関連関係が存す
る，といってよいであろう。
②次に「矯正懲戒」（公務員としての身分を保有せしめたままで行なわ
れる処分）である「停職の最下限と減給の最上限との関係」如何の問題であ
る。
停職の最下限は「ｌ曰の停職」であり，減給の最上限は，「俸給月額の１／
５．１年（１２カ月)」である。両者の相違は「職務執行権の停止」と「俸給
月額の減額」にある。前者は，公務員として基本的で重要な権利である「職
務執行権の停止（原則として俸給は支給されない)」であるから，職務執行
をし俸給を受ける権利が－部制限されるに過ぎない減給とは，その程度にお
いて大きな径庭が存する。前者は，当該職員をして依然として職務を執行さ
せることは，その程度は，免職の場合より小ではあるとしてもなお，中立性，
公正性，不可買収性，信頼性等の視点から公務秩序を破壊することとなる場
合に選択されるが，後者にはそのような場合は比較的に少ないので，職務は
執行させるが，俸給月額の一部をある期間減額することによって経済的制裁
を行い，破壊された公務秩序の原型復旧を達成しようとするものである。し
たがって，両者はその実質において径庭が大である。右のような理論的区分
は重視されなければならない。
③さらに「減給の最下限と戒告の最上限」及び「戒告の最下限の意味如
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何」という問題がある。いずれも，「矯正懲戒」であるが，戒告は，「その責
任を確認し，及びその将来を戒めるもの」であって，減給等のように実質的
（19）
制裁を伴わないものである。その意味において，減給の最下限と戒告の最上
（20）
限とは明確に区BＩすることができる。換言すれば，実質的制裁を伴わない処
分ではあるが，その責任を確認すると共に将来を戒めなければ，破壊された
公務秩序は復旧されない懲戒事由該当行為を対象としててなされるものであ
る。この理は，「戒告の最下限」したがって「懲戒処分をしなければならな
い最下限」を画定する理由といってよい，と思う。
（２）地方公務員と国家公務員の種類・程度の差違についての検討
地方公務員の懲戒処分の種類・程度と国家公務員のそれとの間の差異につ
いての整合性ある解釈は，どのように考えることができるか，という問題が
ある。その差異については前に述べられた。
その差異を要約すれば，下表のとおりである。
①停職の最長期には，６月の差異がある。この場合，例えば国家公務員
の場合に７月に相当する非達行為の場合には，どのように対応することとな
るのか。
ａ）一つは，地方公務員の場合には免職となるのか，であり，
ｂ）いま一つは，最長期６月の対象とするのか，であろう。前者は，仮
りに非違行為と処分の対応度が同一であるとすれば，国家公務員の場合には，
停職７月であって，依然として職員としての身分を保有するのに対して，地
方公務員の場合は免職されてしまうこととなり，最長期を６月としたことは，
地方公務員には真に苛酷な処分を前提とすることとなるが，その理由は説明
地方公務員 国家公務員
停職の期間
●●
１日以上６月以下
●●
１日以上１年以下
減
給 期間
減額率
●●
１日以上６月以下
俸給月額の１／10以下
●
１
●
年以下
俸給月額の１／５以下
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がつかない。
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
後者は，結局は，地方公務員の６月と国家公務員の12月（１年）とは対応
し，免職の最下限は，両者同様だとする考え方によるものであろう。
この場合には，国家公務員は，１２月の期間減給されるのに対して地方公務
員は６月間減額されるにすぎないこととなる。
どのように考えても最長期の相違には，整合性をもった考え方をすること
は不可能である。
強いて考えれば次のいずれかによることとなる。
（a）国家公務員と地方公務員とは，種類・勤務条件・服務を異にするそ
れぞれに独自性を有するものであり，懲戒処分についてもそれぞれに
独自性を有しても差し支えないものであること。したがって整合性を
追求することは困難であること（あるいは，全く異なった事元のもの
であるから，追求は不可能であること)。
（b）（a)の立場を採らないとすれば，最長期の６月と12月（１年）とは，
対応するものとすること。すなわち，「免職の最下限」は両者同じで
あるが，国公法の場合の２月以下は地公法の場合の１月以下に対応す
るとするなど，地公法の１月は，国公法の２月に対応するとの考え方
である。
②減給期間の最長期の差異の問題についても，同様の問題があるが，停
職の場合と同様に考えてよいであろう。問題は「最大の減額率」の差異をど
う考えるか，である。この場合には，前に述べられたような対応関係の視座
よりする論理は，適用するに余地がない。けだし，）'ibと光とは裁然と異なっ
（22）
ているカコらである。
③懲戒の法的構造と現実の対応状況の問題
懲戒処分の種類・程度は法的には多様多種が予定されているにも拘わらず
懲戒権者による種類・程度の現実の選択は極めて少い種類・程度に留まって
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（23）
いる。
前に述べられたように「停職」は13種類にすぎず，「減給」は「期間率」
で10種類，「減額率」では僅かに６種類にすぎない。してみると，「停職」で
は１種類当たり8,690件となり，「減給」では，１種類の「期間率」で8,687
件，１種類の「減額率」で14,479件となっている。このように１種類につい
て多数の件数が包摂されていることは，どのように考えるべきことであろう
か。もちろん，懲戒事由該当行為は，多様・多種であるとしても，ほぼ類似
の態様の行為も多く，グループとして把握できる場合の多いことは否定でき
ない。しかし，右のような選択状況が，果たして「比例・相当原則」に適合
するか否かは，問題である。例えば減給の「減額率」についていえば「○よ
り大で１／５以下」であればよいのであるから，１／1000あるいは２／10000の
場合もありうる筈であるが，このような例は知見の限りでは皆無である。一
見厳密な意味での「比例（相当）原則」に適合しているようであっても，前
に述べられた「考慮すべき諸般の事情」を統合勘案した場合には，結局は相
当程度の巾（領域）をもつものに収敵されざるを得ない，という事情もあろ
う。また，右原則の厳密な適用を期するという観点から「点数制」を試みた
（24）
地方公共団体の例を覚えている。
また，この状況は「比例・相当原則」の視座から痛烈な批判がなされるこ
とについては了解できるが,仮りに可;UTを採用した場合には，「縦基準線」
と「水平基準線」の交点において一応の処分基準を策定している場合には，
縦基準線の一部変更を結果し，延いては縦基準線（従って過去の選択状況）
において，矛盾が存することとなってしまう上に，過去に遡及して全面的な
検証をなさざるを得ないこととなる筋合いであるから，この点についての消
（25）
極`性ｶｺﾞ作用することには疑いがないように思える。
④「監督責任」を処分事由とする処分状況の問題
「懲戒の処分事由」ごとの件数状況をみると，以下のようになってい
る。
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ａ）まず，総件数について処分の種類ごとの件数及び構成比は，表ａの
ようになっている。
ｂ）つぎに，「監督責任」を処分事由とする件数について処分の種類ごと
の件数及び構成比をみると表ｂのようになっている。
ｂ
上記両表の「構成比」を対比すると，下表のとおりである。
総件数（ソ 監督責任（％
２５
－■－－
■Ⅳ■－－
４９７６９６
以上の検証によって明確となったことは，総体では「免職」が2.5％，「停
職」が4.3％，合計6.8％を占めているに対して，監督責任を処分事由をする
場合は，「免職」0％，「停職」0.1％で合計僅かに0.1％にすぎないことであ
る。
たとえば，「金品供応等の不正利益受領関係（収賄等)」及び「公金官物不
正領得関係（窃盗・横領等)」を処分事由とする場合は，「免職」及び「停
職」の件数は非常に多く，構成比は大であるにも拘らず，「監督責任」を処
分事由とする「免職」及び「停職」の処分は僅かに0.1％で99.9％はそれ以
外の種類の処分によるものとなっている。このことは，明らかに，懲戒権者
●●●●●●●●●●●●●●●●●●
に「監督責任」についての配慮が欠けていることを示している。厳正な監督
種類 件数 構成比（％）
免職 ４，９９１ ２．５
停職 8,690 ４．３
減給 8７，４８５ 4３．５
戒告 100,078 4９．７
計 2０１，２４４ 100.0
種類 件数 構成比（％）
免職 ０ ０
停職 ３ ０．１
減給 700 3０．３
戒告 1，６０７ 6９．６
計 ２，３１０ 100.0
％） （％）
免職 ．５ ０
停職 ４．３ ０．１
減給 4３．５ 3０．３
戒告 4９．７ 6９．６
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がなされてはじめて不正行為は減少し根絶される筈であるのに，その責任を
軽視することは，公務秩序の維持及び不正行為の減少・根絶を不可能とする。
格別の事情（どのように監督・服務統督権を厳正・厳密に行使しても防止
できない場合がありうるのであろうが……）を考慮しても，実行者が重く処
分されることは当然であるが，監督者もまた同様な，あるいはそれに比例す
る種類の処分を受けるべできあろう。かくして，実行者と同様に監督責任を
●●●●●●●●０●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
厳正に問うことによってはじめて公務秩序が維持できる筈であるのに，この
視点が全く欠落していることは「不正行為の再生産を結果する」ものである
といわなければならない。懲戒権者の猛省を望みたい。
おわりに
現時点において筆者の持っている諸問題点の一部についての検証を続けて
来たが，なお不明確な点が多く残っている。しかし，もしこの小稿が「公務
員の懲戒問題」について某かの貢献ができたとすれば，筆者の喜びこれにす
ぎるものはない。大方のご教示をお願いしたい。筆者が「公務員懲戒法」
(昭45年・曰本評論社刊）を世に間うてから既に29年が経過し，また「公務
員懲戒の研究」（平成２年・信山社刊・慶応義塾大学博士主論文）を刊行後
でもなお８年経過している。その間牛歩ではあったが懲戒の研究を継続して
きている。しかし，残念乍ら問題点は多く未だに不明な点が山積していると
いわざるを得ない。拙稿は，前記拙著の改訂のよすがともなればという思い
もあって執筆されてもいるものでもある。本稿の主題については，遺J憾なが
ら研究者も少なくまた論文も少ない。貴重な論文・著書が発表・刊行されて，
学問的領域においてのみでなく，懲戒権者の実際の裁量においてもこよなき
指針が提示され，不明確・混沌としていて世論の痛切な批判を受けているば
かりでなく，公務秩序が崩壊の一途を辿っている現時点の状況を改善するよ
すがともなって貰いたいものと願っている。
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注
（１）平成10年４月27日付大蔵処分の内訳は，
ア停職４月１（官房審議官）
イ減給６月２／1０２（局長・課長）
〃２月２／1０５（審議官・部長・参事官・主計官等）
〃１月２／1０５（課長補佐等）
〃１月１／1０４（局長等）
ウ戒告１４（財務官等）
（計31）
であった。なおこの他に懲戒処分ではなく「訓告等」が次のように行われた。
ア訓告２２
イ文書注意３３
（計55）
※両者の合計８６
（２）１日官吏懲戒令（明３２勅63）３条は「懲戒ハ左ノ如シ」として
「１号免官
２〃減俸
３〃鑓責」
と規定し，重度の処分から軽度の処分へとの序列を示している。
（３）「停職者は，第92条の規定による場合の外，停職の期間中給与を受けることが
できない」と規定されているが，右例外について一般には，停職の処分を受けた
者が人事院に対して不服申立てをし，人事院が当該処分を受けるべき理由がない
として，右停職処分を取り消した場合には，「人事院は，その職員がその処分によ
って失った俸給の弁償を受けるよう指示しなければならない」（国公法92条２項後
段・傍点筆者）と規定するので，この場合を指すと解されているが，この見解は，
停職の期間中は，仮りにその処分が取り消されても，現実には全く勤務していな
いのであるから，給与を支給することとはならないものであり，人事院による停
職処分の取り消しがあっても，当該職員は，取り消された停職処分の効力によっ
て判定がなされるまでの間は，職務を執行しなかったものであるから，給与支給
は不可能である。ただ，右の勤務しなかった事実は，「右の取り消された停職処分
による結果である」から，人事院によって取り消された場合には，いわゆるバッ
ク・ペイ（backpay）の概念を容れる余地があるため，「俸給の弁償」をなすこと
ができる，としても，そのことが「停職の期間中給与を受けないことの例外とな
る余地はなく，本条の規定は「文意不当」というほかはない，と解する。
（４）昭５２．１２．２０最高裁第三小法廷（全税関神戸税関事件）
（５）「人事院規則1２－０（職員の懲戒）の運用について」（昭和3２．６．１職職
－３９３事務総長）「記第３条関係３」
（６）昭和44年度～平成９年度人事院「年次報告書」による。
１７８
（７）平成９年度人事院「年次報告書」301ページ
（８）人事院公平局監修・人事行政研究所「公平審査の実務と判定要覧」（第一部不
利益処分審査関係）により作成された。
（９）「分限免職」は，公務能率向上のためになされるものである（国公法78条）か
ら，懲戒免職とは異なって「欠格条項」に該当（国公法38条３号）しないし，退
職年金及び退職金等も何らの支給制限を受けないので，同じく公務秩序からの排
除処分ではあっても，それによって蒙る不利益は大きな差異があるから「分限免
職」への修正は，実質的に軽度への修正となる。なお，私見は，「人事院判定」が
懲戒権者の懲戒権の行使について，審査請求がなされた場合，右裁量権行使の違
法・不当を是正し，適正裁量を示すことによって，処分の公正確保の指針を与え
るものである点において，特別の場合には，加重修正も可能と考える。
(10）前掲・「全税関神戸税関事件」任命権者が懲戒権者を兼ねることにつき，右判
決は「……平素から庁内の事情に通暁し，部下職員の指揮監督の衝にあたる者の
裁量に任せるのでなければ，とうてい適切な結果を期待することができない」と
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いう。この前提に立ち懲戒権者がその裁量権を乱用あるいはゆ越の違法がある場
合に限って違法として司法審査に服するが，それ以外には司法消極主義をとるも
のであることを明示する。
(11）筆者は，「特別権力関係論」については，国公法等の関係法令によって規定さ
れている事項以外は，なお存すると考える。
(12）ジュリスト（｢椎木・自動車事故に対する公的救済の必要性」1969.8.25日
号・２５ページ以下）によれば，自動車保有台数は，昭和20年に僅か５万台未満で
あったものが，同28年には100万台，同42年には1,000万台，同43年末には，1,360
万台に達し，２０年の270倍と脅威的・爆発的に増加し，これに伴う交通事故もまた
同様に増加し，「交通戦争・交通地獄の時代」と称されて，「交通事故に対する世
論の非難度」もまた脅威的・爆発的に増加した。この様な世論の動向を背景とし
て，公務員のマイカーによる事故についても，その非難性は急激に増加し，本来
は，「公務員の休日におけるマイカーの事故」については，殆んど懲戒事由該当行
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
為とは考えられず，懲戒の側面からみると対象外とされていたものが，地方公共
団体からはじまって逐次懲戒処分の対象とされることとなり，また，その非難度
も急激に増大して，「免職」を含む処分がなされるようになった事実があり，また，
国家公務員についても，人事院の年次報告では，本来は「一般非行」の内に含ま
れていたが，昭和46年度からは一般非行の内訳として「うち交通事犯」が設けら
れて，227件（免職２，停職５，減給７９，戒告141)」が計上されているが，
同59年度からは「交通事故，交通法規違反関係」が独立して設けられ現在に及ん
でいる。処分総数の推移は，以下のとおりである。
昭和59年196件（内免職数２）
〃６０年２１５（２）
〃６１年２３３（２）
″６２年２４２（２）
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〃６３年２２８（０）
平成１年２０８（２）
〃２年１８９（１）
〃３年１９４（０）
〃４年２０５（３）
〃５年１８７（Ｏ）
〃６年１５１（２）
〃７年１５２（０）
〃８年１４４（１）
〃９年１５５（０）
計２６９９（17）
また，近時の大蔵省証券汚職についても，汚職の非難度は急激に高まり，大蔵
大臣の処分に対して国民の厳しい批判がなされていることは，周知の事実である。
(13）朝日新聞（４．２８朝刊）によれば，同処分の内訳は，（構成比％）
停職４月１（人）（3.2）
６月２／1０２（6.4）
減給２月２／1０５（16.1）
１月２／1０５（16.1）
１月１／1０４（12.10）
〔小計１７件51.6％〕
戒告１４（45.2）
〔総計３１件100％〕となっている。
なお参考までに平成９年の「収賄・供応関係」の処分の構成比との比較をみる
と
停職33.3％
減給５．６
戒告２７．８
※免職３３．３
となっており，仮りに両者を比較すると（対象が異なるので，直接比較はできな
いが……)，後者では，「免職及び停職」の構成比が66.6％であるのに対して，前
●●●●●
述処分には，「免職」はなく，また「停職」も僅かに9.6％にすぎず，国民の非難
●●●●●●●●●●●●●●
が大であったことも肯認できる。結局は，「懲戒基準の変動についての配慮」がな
されなかったことに帰する，というべきである。
(14）縦基準法による場合には，「点数制で検討する場合」があろう。すなわち，た
とえば回数に応じて１回１点，２回２点……等点数を定め，また，収受した金額
（換算を含む）についてもその額に応じて点数を増減するなどである。
(15）（13）の場合のように，新聞による報道及び当該処分についての論調，必要な
場合は，各省・人事院等に連絡して調査する方法もありうる。
(16）懲戒処分の成立条件として主観的要素を掲げるものがあるが，筆者は，懲戒
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処分は，「破壊された公務秩序の原型復旧のためのもの」であるから，「主観的要
素」は，成立条件ではなく，「処分の種類・程度決定に当たって考慮するべき事
情」にすぎない。主観的要素の如何にかかわらず，公務秩序の破壊が現出された
場合には，その復旧・維持のためには処分がなされなければならないからである。
しかし，当該職員がそのことにつきたとえば改俊の情が顕著であるときなどには，
処分の種類・程度の決定に当たって，その点を考慮する必要がある。このような
主観的事情は，公務秩序の破戒の程度についての評価を左右するものだからであ
る。
(17）同旨行政実例（昭２９．４．１５自丁公発第五三号自治省公務員課長）
また，「比例原則」については講学上諸説がある（引用略す）が，筆者は通説的
な「警察比例原則」を念頭に置いている。
(18）懲戒手続進行の承認申請について（昭３３．６．１３職職－３９４人事院職員局
職員課長
(19）この点につき，「戒告は昇給延伸という実質的制裁を伴うとする説」があるが，
誤りである。昇給には，「職員が現に受けている号俸を受けるに至った時から，１２
月（略）を下らない期間を良好な成績で勤務したときは，－号俸上位の号俸に昇
給させることができる」（一般職の職員の給与に関する法律８条６項）（傍点筆者）
の規定によって行われる給与上の措置である。「戒告処分」を受けたときは，当然
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
に懲戒事由該当行為を行なったことを理由とするものであり，そのような行為を
した職員は，右にいう「良好な成績で昇給期間を勤務した」ということはできな
いから，昇給できないのであって，「戒告」の内容ではありえない｡「戒告処分」
を受けなくても，良好な成績で勤務していないと判断されるとき，例えば，勤務
成績不良を理由として，厳重注意等がなされたとき，および，そのような処分，
措置がなされない場合でも，勤務成績不良の場合には，昇給は延伸される。そう
すると，厳重注意などの服務統督権に基づく措置（国家行政組織法10条）は，実
質的な制裁を伴なうものとなり，違法となる場合があることとなり，論理が分裂
している。以上の理は，昇給を権利と解するときでも変わりはない。あくまでも，
給与法上の措置にすぎず，戒告の効果，内容ではない。
(20）「実質的制裁」と直ちにいうことはできないが，任命権者が作成し，永久に保
存（例外あり）され，職員を国の行政機関等の「課長又はこれと同等以上の官職
にはじめて任用したとき」は，任命権者はその写し－部を内閣総理大臣に送付し
なければならない，とされる「人事記録」（国公法19条，人事記録の記載事項等に
関する政令・昭４１政令１１及び同法理府令昭４１総理府令２）には，「懲戒処
分書に記載すべき懲戒処分の内容が必要的記載事項とされているが，厳重注意等
には，このようなことはない。
(21）１服務の根本基準として，国公法（96条）は，「……国民全体の奉仕者
……」と規定し，地公法（30条）は「……全体の奉仕者……」（いずれも傍点筆
者）と規定していること
２－例をあげれば，政治的行為の制限（国公法102条，地公法36）違反につい
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ては，前者には罰則（20条１号19号）があるが，後者にはないこと。両者はいず
●●●●●●●●●●●●●●●●●
れも「行政の政治的中立性及び安定制の確保」を目的とするが，地公法では加え
●●●●●●●●●●●●●
て「政治的影響からの職員の保護」をも目的の－とするものであり，政治的行為
を制限する目的において大なる経庭が存することを勘案すれば，このような差異
は当然である。この場合のそれぞれの目的の差異を整合的に解することは容易で
なく，むしろ困難であるから，それぞれの法体系は独自性もつものとみることが
妥当であると思われる。
また，仮りに懲戒処分の種類についても，その掲載順序を国公法82条と地公法
２９条では逆にしている殊更な理由についても，同様に解する他はない。
(22）この場合考慮しなければならないことは，仮りに「最大の減給率」に差異が
あったとしても，
Ｏより大で，１／10以下あるいは１／５以下のいずれもその間に無限といってよ
●●●●●
い程の程度（減給率）が存することは同様であるから，この点に着目する限りは，
その限りで「対応関係の視座よりする論理」は妥当する
(23）表２の１及び２のとおり，「停職」は13種類（13/3650.36％)，「減給」では，
「期間率」は10種類，「減給率」は６種類にすぎない。
また，昭和43年から平成８年までの30年間における処分件数等をみると，
総件数201,244（件）
内訳（件）（構成比％）
免職5,245（2.6）
停職8,690（4.3）
減給86,873（43.2）
戒告100,436（49.9）
となっているから，「停職」では１種類当たり668件，「減給」では，「期間率」
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において１種類当たり8,687件，「減給率」からみると１種類当たり14,479件とな
る。
(24）交通戦争（地獄）が現出された時代において，交通事故についての世論によ
る非難に応じて懲戒基準を大転換したときに，事故別に配点をして，その総計点
数をもって，処分選択の基準とした。例えば，
。被害者の死亡・負傷の程度
。物損の程度（大破，中破，小破等）
ｏ事故後の態度
ｏ前科の有無
ｏ交通法規違反の態様
・飲酒運転か否か
等である。
(25）「縦基準線」の検証は，過去のすべての事変についての「懲戒処分書｣，「処分
説明書」及び関係資料等の全部について検証する必要があるので，膨大な労力と
時間とを必要とし，容易なことではないであろう。
